
【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

4-1
適正な土地利用によりまちの魅力を高める

都市政策

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 建設部

1

コンパクトシティ・プラス・ネットワーク

〇一般事務経費
〇都市計画調査策定等事業

上野市街地とその周辺を広域拠点と
し、交通結節点や各地域の日常生活
の中心拠点を公共交通等で結ぶ「多
核連携型の都市構成」をめざすため
に策定した土地利用基本計画や立地
適正化計画の適正な運用に努めま
す。

実績
（％）

成果指標 誘導区域内への誘導率

成果指標
の説明

立地適正化計画に基づく誘導区域内への対象施設誘導
率
誘導対象施設における 誘導区域内立地件数／都市計画
区域内立地件数

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

59.46 85.71 上昇

2

良好な景観形成

〇市街地整備推進事業費
〇街なみ環境整備事業
〇公園施設維持管理経費
〇公園施設更新事業

自然風景や城下町の伝統・風格を活
かした魅力ある景観形成をめざすた
めに、関係各所との調整を行い、うえ
のまち風景づくり協議会の再開をめざ
します。
都市施設の整備や老朽化施設の維
持補修や更新については、緊急度・
重要度の高い施設から順次整備しま
す。

実績
（％）

成果指標
の説明

景観計画区域内における　届出行為の景観形成基準への
適合件数／届出件数

成果指標 届出書の適合率

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

85.50 88.33 上昇

3

実績
（　）

成果指標

成果指標
の説明

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

4

成果指標

成果指標
の説明

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

実績
（　）
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参画度（R３）

傾
向

・満足度は年齢区分が上がるにつれて不満の割合が大きくなる。
・２９歳以下は満足度、参画度ともに高い。

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】

参画度(R3)

39.9%
平均(R3)

43.7%

効果検証 事務事業の改善案 取り組み状況

まちづくりアンケート調査結果
満足度（R３)

2

効果が出て
いる点

景観の保全・形成の必要性に関する理解が得られるように、景観アドバ
イザーの意見を求めながら相談に応じることで、景観形成基準への適
合率の上昇に繋がった。 市民等に対して景観保全・形成に関する周知

を進める。特に城下町の風景地区に於いて
は「うえのまち風景づくり協議会」の運営を軌
道に乗せる事により、景観計画区域や重点
区域の見直しを図るための調査研究へ繋げ
て行く。

計画通り進めてい
る

課題
家屋の新・改築等において景観形成基準に適合させる事は、少なから
ず私権を制限する事になることから、城下町の景観保全・形成に対する
市民等への周知が必要である。

1

効果が出て
いる点

居住誘導区域や都市機能誘導区域へ対象施設を誘導することで、コン
パクトシティ実現に向けた推進が図られた。

伊賀市都市マスタープランが改訂されたこと
から、今年度は地域説明会を予定しており、
その際に適正な土地利用に向けた運用を改
めて周知する。

計画通り進めてい
る

課題 年度毎に誘導率の差が大きい。

満足度(R3)

32.9%
平均(R3)

52.6%

4

3

0%

50%

100%
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満
足
度
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化の予防及び空き家の利活用の推進のため、行政内部の幅広い関連部署との協議を図りながら、市民・地域団体、住宅関連
事業者とともに取り組みます。

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

4-2
だれもが安心な住環境で暮らせる

住環境整備

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 建設部

1

木造住宅等の耐震化

・耐震診断補助事業を20戸実施した。
・耐震補強設計補助事業を2件実施した。
・耐震補強改修工事補助事業を3件、そのう
ちリフォーム工事を伴うものを2件実施した。
・ブロック塀撤去工事補助事業を11件実施し
た。
・災害時要援護者宅家具固定事業を2件実施
した。
※耐震化率は「住宅土地統計調査（5年毎）」
による

市民の生命や財産を守ることができる住まいの安
全を確保するため、新耐震基準導入以前の既存
建築物、特に倒壊の危険性の高い木造住宅の耐
震診断や補強に対する支援を継続します。
耐震改修の実施にあたっては、国・県の補助制度
や耐震改修工事に伴うリフォーム工事の補助制度
及び市独自の上乗せ補助を実施し、診断結果か
ら概算工事費を見積もるなど補強工事につながる
取り組みを進めます。
また、庁舎ロビーにおいてパネル展を実施するな
ど木造住宅等の耐震化促進に広く取り組みます。

実績
（％）

成果指標
の説明

住宅土地統計調査（５年毎）に基づく耐震性のある住宅数
/住宅総数

成果指標 住宅の耐震化率

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

81.8 81.8 87.8

2

市営住宅の建替・改善

・国の交付金事業を活用した市営住宅の改
善事業として、屋上防水改修工事（１棟）及び
電気許容量改修工事（１棟）を実施した。
※交付金事業実績として、R２：２件、R３：２件
・市営住宅あり方検討委員会から今後の市
営住宅のあり方についての答申をいただい
た。

市営住宅の建替・改善事業を進める
上では、財政的制約などが厳しくなる
ことから、国の交付金事業を活用した
建替・改善事業による推進、民間の技
術力・資金力・経営能力を活かした
PFI 事業の推進など、市営住宅事業
全体のマネジメントの強化を図りま
す。

実績
（件）

成果指標
の説明

伊賀市市営住宅等長寿命化計画に基づき、国の交付金
事業を活用して市営住宅を改善した件数（累計）

成果指標 市営住宅の改善 累計

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(累計)

2 4 10

3

空き家対策
・空き家バンク事業
・空き家対策総合支援事業
・古民家等再生活用事業
・テレワーク施設整備等補助事業
・法に基づく特定空家措置
・空き家を増やさないための地域連携事業
等

地域住民の生活環境を保全するた
め、空き家の所有者等に対し適正管
理を促すとともに、適切な管理が行わ
れていない特定空家等の所有者等に
は法律に基づく適切な措置を講じま
す。また、伊賀流空き家バンクを活用
し、移住の促進につなげるほか、空き
家を地域資源ととらえ、地域等での空
き家の有効活用などを進めます。さら
には、歴史的資源である空き家となっ
た古民家等の再生活用にも取り組み
ます。

実績
（棟）

成果指標
の説明

空き家の利活用の推進により、増加する空き家の率を制
御する。

成果指標 空き家等数

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

2,052 2,075 2,050

4

成果指標

成果指標
の説明

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

実績
（　）
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参画度（R３）

傾
向

・満足度は「満足」、「やや満足」が過半数を超えている。
・参画度は「あてはまる」、「少しあてはまる」が過半数を超えてい
る。
・29歳以下の満足度が最も高い。
・29歳以下の参加度が最も高い。

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】

参画度(R3)

52.2%
平均(R3)

43.7%

効果検証 事務事業の改善案 取り組み状況

まちづくりアンケート調査結果
満足度（R３)

2

効果が出て
いる点

・長寿命化計画に基づく計画的な維持修繕により、市営住宅の住民が
安心な住まいで暮らせることに寄与している。
・答申により市営住宅の課題が明確になった。 ・国の交付金事業を活用した市営住宅改善

事業としての屋上防水改修工事等を継続し
て行う。
・答申を受けた市営住宅のあり方について庁
内で協議を進め、今後の管理運営方針を定
める。

計画通り進めてい
る

課題

・長寿命化計画に基づく市営住宅の用途廃止の推進、建替えや改善等
の具現化に向けて取り組む必要がある。
・答申を受けた市営住宅のあり方について実行計画を立てる必要があ
る。

1

効果が出て
いる点

市ホームページや広報への掲載、また戸別訪問やパネル展の実施後
に耐震診断等の申し込みがあり、だれもが安心な住まいで暮らせる施
策として一定の効果をあげている。

三重県木造住宅耐震促進協議会の協力のも
とで行う年２回の戸別訪問や市発信の広報
活動（ホームページ、広報、パネル展示等）を
継続実施することにより、耐震化への普及啓
発を行う。

計画通り進めてい
る

課題
継続的に耐震診断等の啓発活動を持続し、木造住宅の耐震化率の向
上に努める必要がある。

満足度(R3)

55.8%
平均(R3)

52.6%

4

3

効果が出て
いる点

空き家バンク事業は、累計144件の空き家を流通させ、移住人口県下1
位、全国でも上位に入るなど成果を上げている。古民家再生活用事業
は、2020年に3棟の宿泊施設が開業し年間2000人を超える方が宿泊
し、地元雇用は27名の採用があった。特定空家対策は、法に基づく指
導の強化迅速化を図り、これまで累計584件の指導・助言等を行い、
171件の除却等の改善がされた。

・空き家バンクは店舗など居住目的以外の利
用を拡充できるよう要綱を改正する他、更な
るオンライン化などホームページ機能を強化
する。
・古民家再生事業は、民間事業者を支援する
ため空家再生活用補助金を活用するととも
に、NOTE以外の事業者の参入も促す。
・特定空家対策は、初動対応の迅速化及び
勧告等指導強化に努める。影響度の大きい
空き家の代執行を行う。（相続財産管理制度
を活用する。）地域が主体的に空き家対策に
取り組めるよう出前講座を実施する。

計画通り進めてい
る

課題

空き家の増加、人口減に伴い、全国的な移住者の獲得競争が始まって
いる。選ばれる空き家バンクになるよう更に事業の魅力向上を図る必
要がある。古民家再生活用偉業は、㈱NOTE伊賀上野による資金調達
が計画通りに進んでおらず2期事業の着手に至っていない。地域に悪
影響を及ぼしている特定空家は年々増加しており、所有者不明（不存
在）のケースも増加しており、対応が困難化している。

0%

50%

100%
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ながら、安全・安心でスムーズな通行が可能な道路、橋梁の維持、改良を行います。

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

4-3
道路ネットワークによって移動がしやすい

道路

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 建設部

1

道路 　社会資本整備総合交付金事業で実施中の
全５路線の内、R2年度に完了した2路線に加
え、R3度には新たに1路線の事業を完了し
た。

・R3年度ゆめが丘摺見線、全長1,400mが完
成した。

工事コスト縮減に努め、重要度や優
先順位を的確に判断し、住民のニー
ズとのバランスをとりながら道路整備
の進捗を図ります。

実績
（％）

成果指標
の説明

社会資本整備総合交付金事業において実施している道路
改良工事５路線の事業費ベースでの整備進捗率

成果指標 道路改良事業 進捗率

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(累計)

78.40 90.1 100

2

橋梁 　R3年度時点で判定Ⅲ橋梁114橋の内、23橋
梁の修繕工事が完了した。

・市道佐那具外山線外山橋橋梁修繕工事他
22橋の修繕工事を完了した。
・2巡目橋梁点検403橋を完了した。

橋梁長寿命化修繕計画に基づき、橋
梁点検等を実施し、緊急を要する損
傷、劣化等が見受けられる橋を重点
的に修繕し、コスト縮減及び安全・安
心な道路空間の整備を図ります。

実績
（％）

成果指標
の説明

橋梁長寿命化修繕計画に基づき、橋梁修繕工事を行う必
要のある判定Ⅲ橋梁87橋についての修繕率

成果指標 橋梁 修繕率

32.18 68.4 100

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(累計)

3

実績
（ ）

成果指標

成果指標
の説明

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

4

成果指標

成果指標
の説明

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

実績
（ ）
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参画度（R３）

傾
向

・道路施策に対する市民の満足度は全施策のほぼ平均（満足度平
均値52.6%）であり、参画度は高い（参画度平均値43.7%）。
・29歳以下の満足度（64.5%）が高い。
・参画度は全年齢において、ほぼ平均であるが高齢化するに連れ
て減少傾向にある。

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】

参画度(R3)

59.8%
平均(R3)

43.7%

効果検証 事務事業の改善案 取り組み状況

まちづくりアンケート調査結果
満足度（R３)

2

効果が出て
いる点

　定期的に橋梁点検を行い、事前に損傷等を把握し、計画的に修繕を
行う事により橋梁の長寿命化を可能にし、長期的な視点でコスト縮減に
努めることができた。

　橋梁修繕工事については、橋梁長寿命化
修繕計画に基づき優先順位の高い橋梁から
計画的に修繕工事の進捗を図る。

・計画通り進めて
いる

課題
　市の管理する橋梁数は約1500橋と膨大であり、市の財政が逼迫して
いる中、橋梁に係る修繕工事費用は莫大となる。また橋梁修繕工事の
施工は出水期以外に限られ工期も長くなる傾向にある。

1

効果が出て
いる点

　国庫補助の補正予算等も活用し予算を確保すると共に、現場を詳細
に精査しコスト縮減に努め、予定通りの進捗を図れた。

　改良途中の路線が複数あるため、引き続き
工事コスト縮減に努め、優先整備路線を適正
に選定し道路維持と改良工事を両立して行
い、早期事業完了を図る。

・計画通り進めて
いる

課題
　橋梁修繕・点検事業や河川浚渫事業に対する維持修繕事業が増大
し、道路改良事業への予算確保が困難な状態である。

満足度(R3)

53.2%
平均(R3)

52.6%

4

3
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う、交通サービスの提供、利用促進等に交通事業者や地域とともに取り組みます。

るものとします。

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

4-4
身近なバスや鉄道に愛着を持ち、みんなで支える

公共交通

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 企画振興部

1

地域バス交通の確保維持
〇交通計画推進事業
・伊賀市地域公共交通計画の進行管理
・伊賀市地域公共交通活性化再生協議会の運営
〇行政バス運行経費
・上野コミュニティバス、行政サービス巡回車（５路
線）、青山行政バスの運行
〇地方バス路線維持経費
・廃止代替バス路線（５路線）の運行
〇地域交通対策事業
・地域運行バス等の運営補助、支援
〇公共交通利用促進事業
・コロナ禍における公共交通利用啓発、利用者支援
等の実施

すべての人が安全・安心かつ公平に移動
できるよう、交通事業者や地域と連携し安
定的で持続可能な交通サービスの提供に
より、市民の生活交通の確保に努めます。
市が運行に関わるバス事業については、
利用促進を図りつつ、利用実態やニーズに
合わせ、より効率的な運行とするべく、見直
しを行います。
地域運行バスは、導入地域以外も地域の
主体的な取り組みが促進されるよう、支援
制度の活用を含めサポートしていきます。

実績
（人）

成果指標
の説明

安定的で持続可能な交通サービスの提供に向けた取り組
みの効果を測るための指標。事業者運行バス、廃止代替
路線バス、行政サービス巡回車及び地域運行バスの年間
利用者数

成果指標 市内バス年間利用者数

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

503,269 350,646 503,000

2

鉄道網整備

〇鉄道網整備促進経費
・リニア、草津線の整備促進要望、市内JR各
駅（伊賀上野駅を除く）の維持管理業務

〇関西本線電化促進経費
・市独自又は関係する整備促進団体と連携
し、関西本線の利用促進策や近代化整備に
向けた要望活動等を実施

JR関西本線亀山加茂間及びJR草津線は、
ともに交通系ICカード利用可能エリアとなっ
たことを機に、まちづくり施策との連動によ
り、沿線住民等への利用促進策やインバウ
ンド旅行者への対応等新たな需要の喚起、
バリアフリー化等駅設備の改善等利便性
の維持向上や新たな近代化整備の手法検
討について、関係自治体や整備促進団体、
鉄道事業者等と連携しながら取り組みま
す。
近鉄大阪線は、運行本数の維持や伊賀線
との接続改善等利便性確保のため、鉄道
事業者への働きかけと連携協力に努めま
す。

実績
（人）

成果指標
の説明

市内JR線及び近鉄線の利便性向上並びに整備促進に向
けた取り組みの効果を測るための指標。JR関西本線・草
津線及び近鉄大阪線の市内各駅年間利用者数

成果指標 関西本線年間利用者数

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

1,458,143 1,077,350 1,458,000

3

伊賀線活性化

〇伊賀鉄道活性化促進事業
・伊賀鉄道㈱への支援、伊賀線の利用促進、
維持管理
・伊賀鉄道事業再構築実施計画の中間評価
を実施

伊賀線を永続的に維持していくため、市が
主体となって取り組むことにより、長く安心・
安全かつ安定的に事業を継続できる体制
を維持します。
そのために、市は、伊賀線をまちづくりに活
かすとともに、鉄道施設等を適切に維持管
理し、第二種鉄道事業者である伊賀鉄道
株式会社と連携し経営改善に取り組み、そ
の運営を支援します。また、新たな需要の
掘り起こしや、通勤・通学利用を増加させる
ための施策を、市民や地域の各主体と連
携して実施することにより、伊賀線を守り育
てるマイレール意識の醸成を図ります。

実績
（人）

成果指標
の説明

鉄道事業を安全かつ安定的に維持継続する取り組みの効
果を測るための指標。伊賀線全線の年間利用者数

成果指標 伊賀線年間利用者数

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

1,279,625 1,039,153 1,580,000

4

成果指標

成果指標
の説明

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

実績
（　）
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参画度（R３）

傾
向

・２９歳以下の満足度が高いが、全世代の満足度が低い
・30歳以上39歳以下の参画度が低い。

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】

参画度(R3)

20.1%
平均(R3)

43.7%

効果検証 事務事業の改善案 取り組み状況

まちづくりアンケート調査結果
満足度（R３)

2

効果が出て
いる点

・市内におけるＪＲ各駅の利便性を確保するため、地域団体が主体と
なった維持管理ができている。
・これまでの関係自治体や団体の取り組みにより、列車本数の維持や
交通系ＩＣカードが導入された。

・ＪＲ関西本線の現ダイヤ本数の維持や近代
化整備やコロナ過による新たな生活様式に
関する課題について、引き続き関係整備促進
団体や関係自治体と連携した取り組みを継
続する。
・観光誘客や駅設備の改良など個別具体的
な課題については、市独自で積極的に鉄道
事業者との意見交換の場を持ち、 互いの信
頼関係の構築に努め、有効な施策や解決手
法を探る。

・計画通り進めて
いる

課題

・鉄道利用者が年々減少してきたなか、さらにコロナ禍における「新しい
生活様式」の進展に伴う利用者減により、鉄道事業は危機的な状況を
迎えている。
・地域活力の維持活性化を目指し、利用促進に向けての施策や手法を
検討してきたが、令和４年度以降、ＪＲ西日本では輸送密度が低い線区
の見直しを始めており、これまでの取り組みでは線区の維持も厳しく
なっていく状況である。

1

効果が出て
いる点

バス交通については、地域公共交通計画策定時に、地域と課題を共有
し策定したこともあり、バス交通の状況や今後の手法検討の必要性な
どの共有が進んでいる。

・廃止代替バスや行政サービス巡回車、コ
ミュニティバス等については、伊賀市地域公
共交通計画による「既存路線バスの見直し手
順の事業評価基準」や地域のニーズを的確
に把握し、効率的な運行改善を図る。また、
月瀬線については、共同運行する奈良市と
改善に向けた協議を行う。
・「地域運行バス支援制度」を活用し運行して
いる地域に対して、引き続き側面的にサポー
トを行い、移動に係る課題を抱える地域に対
しては、相談等に応じ、共に課題解決に向け
た検討を行なう。

・計画通り進めて
いる

課題
人口減少や少子高齢化、マイカー依存の進展に加え、コロナ禍の影響
による利用者の減少などにより、運行経費が増嵩傾向にあり、持続可
能な交通体系の構築に向けた取り組みや見直しが必要である。

満足度(R3)

28.1%
平均(R3)

52.6%

4

3

効果が出て
いる点

・地域に密着した鉄道であることから、伊賀線活性化協議会を中心に市
民や高校生による利用促進や啓発活動、伊賀鉄道㈱では枕木オー
ナー制度など収益増に向けた取り組み、市においても定期券助成事業
の実施など、あらゆる主体による伊賀線を守る取り組みが進められて
いる。

・令和３年度で実施した鉄道事業再構築実施
計画の中間評価を踏まえた各種事業の着実
な実施（利用促進、 コスト削減等）
・利便性の向上や利用者増に向けての交通
系ＩＣカードの導入
・四十九駅の活用や市職員を含めた周辺企
業、団体等の需要の創出
・高校生へのモビリティマネージメントの推進
・伊賀線活性化と一体となった市や地域のま
ちづくり施策の実施
・バス交通との連携による交通ネットワークの
強化

・計画通り進めて
いる

課題

・伊賀線公有民営化５年間の実績を踏まえた中間評価では、今後、計
画に掲げた増収策を展開しても伊賀鉄道㈱の収支改善が当初の再構
築実施計画による収支改善まで進まない予想となっている。今後もさら
なる経営改善に向け、利用促進を実施することによる収益増やコスト削
減につながる具体的な取組みを同社や地域などと連携して取り組む必
要がある。

0%

50%

100%

0% 50% 100%

満
足
度

参画度
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